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付表１－１ 緊急総合対策及び2008年度補正予算の概要 

 

（１）安心実現のための緊急総合対策の概要

＜３つの目標＞ ＜８本の柱＞ ＜具体的な取組の例＞

①生活・雇用支援対策
○高速道路料金の引下げ
○非正規雇用対策等の推進

②医療・年金・介護強化対策
○医療の安心確保
○年金記録問題への取組

③子育て・教育支援対策
○「新待機児童ゼロ作戦」の集中・重点実施
○「こども交付金」創設による認定こども園の緊急整備

④低炭素社会実現対策
○省エネ・新エネ設備等の導入加速
○環境エネルギー革新的技術の開発促進

⑤住まい・防災刷新対策
○省エネ長寿命住宅の振興・住宅投資の活性化
○児童を地震から守る学校づくり等の推進

⑥強い農林水産業創出対策
○農林水産業の供給力・競争力の強化
○国産農林水産物の需要喚起

⑦中小企業等活力向上対策
○資金繰り対策の拡充（セーフティネット貸付の強化等）
○下請事業者保護の強化（下請事業者の相談体制の拡充等）

⑧地方公共団体に対する配慮
○地方財政の運営に支障が生じないよう対応
○道路特定財源（1か月分）の地方税収減への財源措置

（備考）「安心実現のための緊急総合対策（平成20年８月29日） 」により作成

１．生活者不安の解消

２．「持続可能社会」
　　への変革加速

３．新価格体系への
　　移行と成長力強化

 

 

（２）平成20年度補正予算の概要

（単位：億円）

１．緊急安心実現総合対策費 18,081 １．税外収入 372

（１）生活者の不安の解消 3,518

（２）住まいと防災対策 7,296

（３）低炭素社会の実現等 1,881

（４）中小企業等の活力向上 4,469

（５）地方公共団体に対する配慮 916

２．国債整理基金特別会計への繰入 3,160 ２．公債金 3,950

（１）建設公債 10,270

（２）特例公債 ▲ 6,320

３．既定経費の節減等 ▲ 10,599 ３．前年度剰余金受入 6,319

（１）既定経費の節減 ▲ 9,599

（２）予備費の減額 ▲ 1,000

合計 10,641 合計 10,641

（備考）１．財務省「平成20年度補正予算フレーム」による。

　　　　２．計数は四捨五入しているため、端数において合計と一致しないものがある。

歳出 歳入
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付表１－２ 補正予算における公共投資関連の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 内容 金額(百万円)

医療体制確保対策
地域医療の確保、医師不足、勤務医への対応等医療体制の確保に向
けた取組の強化に必要な経費

6,176

文教施設等整備事業

地方公共団体が施行する大規模地震による倒壊の危険性の高い公立
小中学校施設の耐震化事業に要する経費に充てるための交付金の交
付、国立大学法人が施行する教育研究施設の整備費の補助等を追加
するのに必要な経費
官公庁施設の耐震化に要する経費を含む

222,144

災害復旧等事業
平成20年発生災害及び過年発生災害による公共土木施設、農林水産
業施設等の災害復旧事業及び災害関連事業に要する経費

211,345

緊急防災事業
地震、豪雨等による災害の防止及び交通の安全の確保のため緊急に
対応すべき事業として治水、道路、港湾及び森林の整備等を推進す
るため、これらの事業費を追加するのに必要な経費

229,429

その他防災対策 防災対策に関連する施設整備費 2,106

大学教育研究施設等
整備事業

バイオマスエネルギー等の実用化の促進等のための大学教育研究施
設等の整備費の補助等を追加するのに必要な経費

5,724

環境配慮型施設整備
事業

環境に配慮した官庁施設の整備を促進するため、官庁施設に温室効
果ガス削減効果の高い省エネルギー設備、太陽光発電等を導入する
ために必要な経費

3,951

その他省エネル
ギー・新エネルギー
技術導入促進対策

省エネルギー・新エネルギー技術導入促進に関連する施設整備費 716

国際競争力向上に直
結する技術開発促進
事業

ｉＰＳ細胞再生医療の実現化プロジェクトの推進、次世代スーパー
コンピュータの開発等国際競争力の向上に直結する革新的技術開発
等の促進に必要な経費

2,237

農林水産業競争力強
化対策

我が国農林水産業の供給力・競争力を強化するとともに、国産農林
水産物の需要喚起等を図るために必要な経費

820

生産性向上等成長力
強化対策

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構が行う研究施設の整備
に必要な経費ほか

4,684

（備考）財務省「平成20年度補正予算（第１号、特第１号及び機第１号）等の説明」により作成。 
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 付図２－１ 設備投資とキャッシュフローの推移 

キャッシュフローの範囲内に抑えられる設備投資 

（１）大企業 
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（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。 

    ２．設備投資はソフトウェア投資を含まない。 

    ３．キャッシュフロー＝経常利益×0.5＋減価償却費。 
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付図２－２ 金融再生法開示債権の増減要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業況悪化等による正常債権からの下方遷移が足下でやや増加
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（備考）１．金融庁「全国銀行の金融再生法開示債権の増減要因」より作成。 
    ２．「返済等」「オフバランス化等」には、統計上生じる誤差脱漏が含まれる。 
    ３．「危険債権以下」とは、「危険債権」と「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」を指す。 
    ４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権をいう。 
      「要管理債権」とは、三月以上延滞債権（元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として 

三月以上延滞している貸出債権及び貸出条件緩和債権（経済的困難に陥った債務者の再建又は支援 
を図り、当該債権の回収を促進すること等を目的に、債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条件 
の改定等を行った貸出債権をいう。 

      「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、 
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいう。 

      「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て 
等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいう。 
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付図２－３ 金融機関のサブプライムローン関連商品に関する損失等 

 

 

（１）国内金融機関のサブプライムローン関連商品等損失（2008年 9月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）主要行等におけるリーマン・ブラザーズ向け債権の公表状況（2008年 9月 16日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の金融機関のサブプライム関連損失等は、自己資本の水準と比較すると、 

金融機関の経営に重大な影響を与える可能性は低い 

（単位10億円）

サブプライム関連商品等
評価損益

サブプライム関連商品等
実現損益（売却損益・減損等）

Tier１ 自己資本
（2008年3月末）

大手行等 ▲140 ▲727 25,987

地域銀行 ▲3 ▲47 12,862

協同組織
金融機関

▲4 ▲29 11,222

合計 ▲147 ▲803 50,071

（備考）１．金融庁「我が国の預金取扱金融機関のサブプライム関連商品の保有額等について」による。 
    ２．「サブプライム関連商品等」とは、サブプライムローンを原資産とするＡＢＳ及びそうしたＡＢＳを原資産に 

含むＣＤＯなどの金融商品等を指す。なお、投資信託の運用の中で、結果的にサブプライム関連商品への投資

が行われているものは含まれていない。 

（単位10億円）

保全されていない部分

合計 約320 約140

公表内容

（備考）１．金融庁「金融・資本市場の現状と今後の展望（説明資料）」による。 

    ２．各行のプレスリリース等を基に集計しており（ドル表示のものについては1ドル＝105円で計算）、 

      統一的な基準により集計されたものではない。 



- 207 - 

付図２－４ 業績悪化から倒産に至る年数 

急速な業績悪化から倒産に至った割合はおおむね横ばい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．東京商工リサーチ「倒産月報」、日経ＮＥＥＤＳ「企業財務データベース」により作成。 

    ２．上場企業の倒産として公表された会社のうち、財務データが取得可能なものについて集計。 

    ３．倒産企業のうち、倒産に先行する期間にＲＯＡの低下がみられなかった企業割合。 

    ４．ＲＯＡ＝EBITDA／資産合計＝（税引き前当期利益＋減価償却費＋支払利息等）／資産合計。 

    ５．2008年度は10月までの数値。 
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付図２－５ 借入金の増減別倒産件数 

借入金が減少した後倒産に至った企業割合は2000年代前半よりも低い 
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（備考）１．東京商工リサーチ「倒産月報」、日経ＮＥＥＤＳ「企業財務データベース」により作成。 

    ２．上場企業の倒産として公表された会社のうち、財務データが取得可能なものについて集計。 

    ３．倒産した期（データが無い場合はその直前期）に、借入金が増加した企業数と減少した 

      企業数を集計。 

    ４．2008年度は10月までの数値。 
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日経消費予測指数（CFI）
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付図３－１ 消費者マインド関連指標の推移 

物価の上昇や株価の下落によって、消費者マインドは大幅に悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．内閣府「消費動向調査」「景気ウォッチャー調査」、日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」、日本リサーチ 

総合研究所「消費者心理調査」、電通「電通消費実感調査」、日本経済新聞産業地域研究所「日経消費予測指数」 

「生活ゆとり度指数」「日経消費ＤＩ」により作成。 

    ２．消費者態度指数は2004年４月及び2007年４月に調査方法を変更している。 

    ３．生活意識に関するアンケート調査は2006年６月に調査方法を変更している。また、2005年９月は調査が行われて 

いない。 
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付図３－２  年齢階層別・世帯年収別の貯蓄額に占める株式の割合 

29歳以下や年収500万円未満の層でも株式の割合は上昇 
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（備考）総務省「家計調査 貯蓄・負債編」（2007年平均）により作成。
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付図３－３  景気拡張・後退局面における個人消費、設備投資の伸び率（年率） 

景気後退局面には、個人消費が下支え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。 
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付図３－４ 雇用者報酬の変化率

（年）

（備考）

  １．内閣府「国民経済計算」により作成。

  ２．2008年は、１－３月期、４－６月期、７－９月期の季節調整値の平均の2007年に対する変化率。

雇用者報酬の増加率は低下
（％）

実質

名目
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 付注１－１ 交易利得の要因分解について 

 

交易利得を為替要因とそれ他価格要因の２つへ分解するため、まず輸出入デフレーター

を為替要因とその他価格要因に分解する。具体的には、輸出入物価指数を前述の２要因へ

分解し、それを各デフレーターへ推計して求めた。 

輸出物価指数の為替要因は、円ベースの輸出物価指数を輸出物価指数のウェイトで加重

平均した国内企業物価で除して求めた。これは、輸出する製品の価格と、その製品を国内

で販売した場合の価格との相対価格を表しており、企業の価格転嫁動向を加味した名目実

効為替レートと言い換えることができる。一方で、輸入物価指数の為替要因は、円ベース

の輸入物価指数を契約通貨ベースの同指数で除して求めた。 

こうして求めた指数を用いて、交易利得の要因分解を以下の式で算出した。 
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付注１－２ 構造的・循環的財政収支の推計について 

 

１． 構造的・循環的財政収支の推計方法の考え方 

  

 景気変動の影響を受ける（すなわち、自動安定化機能を持つ）歳入・歳出項目として、歳

入面では、所得税、法人税、間接税、社会保障負担、歳出面では、雇用保険支出を取り上げ、

景気循環要因を取り除いた構造的財政収支を推計する。 

 

まず、経済がその潜在ＧＤＰ水準を実現した際の財政収支には、景気循環要因はゼロであ

ると考える。ここで用いる潜在ＧＤＰは、過去のトレンド的な労働量と資本量を投入して持

続的に生産可能な値である。潜在ＧＤＰが実現されていると仮定した場合に、年度毎の税収

及び政府支出がどのような値になるかを、現実の税収及び政府支出から、潜在ＧＤＰと現実

のＧＤＰの比率と、それぞれの税目及び政府支出についてのＧＤＰ弾性値を考慮して計算し、

構造的財政収支を導出する。 

 

構造的財政収支（推計値） 

＝トレンドＧＤＰに対応する歳入－トレンドＧＤＰに対応する歳出 

 

具体的には、 

,** i

Y
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T
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 各税目の収入を合計し、政府支出を引くと、 
βα )/*()/*(* YYGYYTB i

i −∑=  

 

*B  ：構造的財政収支 

iT  ：税目 iの政府収入 

*iT  ：税目 iの構造的な政府収入 

Y    ：ＧＤＰ 
*Y   ：潜在ＧＤＰ 

G    ：政府支出 

iα    ：税目 iのＧＤＰ弾性値 

β    ：政府支出のＧＤＰ弾性値 

 

なお、政府支出のＧＤＰ弾性値（β）は雇用保険支出の循環的変動のみを反映すると考え、

雇用保険支出のＧＤＰ弾性値を当該支出が政府支出に占めるウエイトでかけたものを用いて
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いる。雇用保険支出の歳出全体に占めるシェアが非常に小さいことを踏まえると、政府支出

のＧＤＰ弾性値は、概ねゼロと近似できる。 

 

循環的財政収支は、現実の財政収支から構造的財政収支（推計値）を差し引くことで求め

られる。 

 

  循環的財政収支 ＝ 財政収支の実績値 － 構造的財政収支（推計値） 

 

２．構造的財政収支の推計に必要な弾性値について 

  

 景気変動の影響を受ける歳出・歳入項目の実質ＧＤＰ弾性値は、それぞれ以下の値を用い

た。 

 

 実質ＧＤＰ弾性値 

所得税 １．２０ 

社会保障負担 ０．６７ 

法人税 １．３０ 

間接税 １．００ 

政府支出 ０ 

 

 

 （注）上記の弾性値は、平成 17 年度年次経済財政報告において推計したもの。所得税については

2004年度の制度、社会保障負担については2004年度の標準報酬月額表（10月の厚生年金保険料率

引上げ前）に基づき試算した。推計方法等は、西崎・水田・足立（1998）「財政収支指標の作り方・

使い方」エコノミック・リサーチNo.4、経済企画庁経済研究所編、1998年 11月を参考にした。 
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付注２－１ 株価下落による主要行６グループの自己資本比率への影響試算について 

 

 主要行６グループの 2008 年９月末の自己資本比率が株価の下落によってどの程度低下す

るかについて、以下の方法により試算した。 

試算①及び試算③では、ＴＯＰＩＸの下落率から算定される株式評価損益について、評価

益となる場合にはその45％を国際統一基準行の補完的項目（Tier２）に算入し、評価損とな

る場合には繰延税金資産算入額等の税効果を勘案して約 60％を国際統一基準行及び国内基

準行の基本的項目（Tier１）から控除した。一方、試算②では、評価損の場合について国内

基準行の基本的項目（Tier１）から控除していない。この結果得られた自己資本額に基づい

て連結自己資本比率及びTier１比率を求めた。 

なお、リスクアセット等の株式に係る評価損益以外の項目については2008年９月末の値が

変化しないとの前提を置いている。 

 試算における計数の内訳は以下の通り。 

 

（単位：億円）

2008年9月末 試算① 試算② 試算③

その他有価証券の評価差損
（▲）

0 32,804 30,247 51,008

繰延税金資産算入額 0 13,121 12,099 20,403

繰延税金資産の控除金額
（▲）

874 1,501 1,339 2,681

その他 219,346 219,346 219,346 219,346

計（Ａ） 218,471 198,163 199,859 186,060

その他有価証券の評価損益
の45％

2,620 0 0 0

その他 110,006 110,006 110,006 110,006

計（Ｂ） 112,626 110,006 110,006 110,006

自己資本その他（準補完的
項目（Tier３)、控除項目）

（Ｃ） ▲ 17,447 ▲ 17,447 ▲ 17,447 ▲ 17,447

自己資本額
（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）=
（Ｄ）

313,650 290,722 292,418 278,619

リスク・アセット等 （Ｅ） 2,823,917 2,823,917 2,823,917 2,823,917

連結自己資本比率 （Ｄ）/（Ｅ） 11.10% 10.29% 10.36% 9.86%

（参考）Tier１比率 （Ａ）/（Ｅ） 7.73% 7.01% 7.08% 6.58%

主要行６グループの自己資本比率の試算における各項目の内訳

各項目

基本的項目（Tier１)

補完的項目（Tier２)

（備考）１．主要行６グループの決算資料（2008年９月末、連結ベース）により作成。
　　　　２．2008年9月末時点のＴＯＰＩＸは1087.41ポイント。
　　　　３．試算①は、2008年10月27日時点のＴＯＰＩＸ（バブル後最安値:746.46ポイント）。
　　　　　　試算②は、2008年10月27日時点のＴＯＰＩＸ（その他有価証券評価差損を国内基準行に反映しない場合
　　　　　　試算③は、ＴＯＰＩＸが600ポイントとなった場合。
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付注２－２ 助成的な信用を受けている企業の割合の推計について 

 

１．概要 

  助成的な信用を受けている企業とは、銀行の追い貸し（政府による中小企業への金融支

援策を含む）により、業績が悪化しているにもかかわらず倒産処理などを先延ばしし、生

き延びている企業のことである。先行研究によれば、1990年代の日本の経済停滞の要因と

して追い貸し企業の増加があげられている。例えば、追い貸し企業の増加が健全な企業に

不利な競争環境をもたらすことで、全体としての生産性の向上を抑制してきたことなどが

報告されている。 

 

２．助成的な信用を受けている企業の割合の推定方法 

  助成的な信用を受けている企業の割合は、Caballero et. al.（2008）に基づき推定を行

った。 

具体的には、以下の式により計算される「支払利息の仮説的な下限（Ｒ*）」よりも実際

に支払った支払利息が低い場合に、当該企業を助成的な信用を受けている企業と考える。

ここで「支払利息の仮説的な下限」とは、健全な企業（助成的な信用を受けていない企業）

が支払うべき利息の下限を表すものである。 
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  以上の式は、次のような考え方に基づいている。第一に、借入金については、健全な企

業は借入時点におけるプライムレート以上の利子を支払うはずである。従って、短期借入

金については、短期借入金に短期プライムレートをかけた額を、健全な企業が支払うべき

利息の下限とした。一方、長期借入金については、そのうちいくらの額が何年前に借入さ

れたものかという期間構成がわからないという問題がある。ここでは、長期借入金は過去

５年間にわたって１／５の額ずつ借入されたと仮定した。 

  第二に、社債・転換社債については、長期借入金と同様に期間構成が分からないという

問題がある。ここでは、企業は過去５年間のうち自己の有利な時点で社債・転換社債を発

行したと仮定した。また、社債・転換社債のクーポンレートは、普通社債よりもクーポン

レートが低いと考えられる転換社債で統一した。 
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 付注３－１  長期均衡関係からみた消費の動き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費の長期均衡の推計
　実質消費支出は、実質雇用者報酬、実質純金融資産残高、一世帯当たり人口、とで
　共和分関係が成り立つ。これらを説明変数とした長期均衡式を推計。

ln(CP)＝1.469 + 0.597×ln(Y) - 0.294×ln(NH) + 0.117×ln(NA(-1)) + 0.032×ln(NAS(-1)) +  0.016×DUM

        (17.526) (18.690)      (-4.116)         (5.233)            (10.256)               (3.554)  

adj-R2 : 0.998 DW値 : 0.976   　（）内はｔ値

説明変数の係数はすべて１％有意水準。

推計期間：1980年第2四半期～2008年第3四半期

CP： 実質家計最終消費支出 NA： 株式・投資信託を除く純金融資産残高

　Y： 実質雇用者報酬 NAS： 純株式・投資信託保有残高

　NH： 一世帯当たり人口 　DUM： 消費税導入、税率引上げダミー

（1989、97年の第1、2四半期）
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消費実績値の長期均衡値からの乖離

標準誤差

（消費が過大）

（消費が過少）

（年）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」「消費動向調査」、総務省「人口推計」「家計調査」、「国勢調査」、
    　　    日本銀行「資金循環統計」により作成。
        ２．実質民間最終消費支出、実質雇用者報酬、消費者態度指数は季節調整値。
        ３．実質民間最終消費と実質雇用者報酬の93年以前の値については、旧固定基準年方式の値から
            内閣府経済財政分析総括担当で推計。実質純金融資産残高の97年以前については旧68ＳＮＡ
            ベースの値から推計。


